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【韓国】新型コロナウイルス感染症に関する緊急災難支援金の支給 
 

海外立法情報課 中村 穂佳 

 

＊新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行を受け、2020 年 4 月 30 日、国民全世帯に

支給する緊急災難支援金等の内容を含む第 2 回補正予算案が韓国国会を通過した。あわせて、

2020 年 5 月 1 日、緊急災難支援金の寄附の募集に関する法律が制定・施行された。 

 

1 背景と経緯 

 新型コロナウイルス感染症の流行による影響を受けた国民に対する支援策が議論され、政府

は 2020 年 3 月 30 日、所得上位層を除く約 1400 万世帯1に緊急災難支援金を支給すると発表し

た2。これに関する補正予算案が 4 月 16 日に提出されたが、23 日には、支給対象を全国民に拡

大し、増額分の財源を国債発行も併せて確保する方針が発表された3。30 日に補正予算案が国

会で修正可決され4、所得に制限なく国民全世帯に緊急災難支援金を支給することになった5。 

 また、これと同時に同年 5 月 1 日に「緊急災難寄附金募集及び使用に関する特別法」6が制定

され、即日施行された。これは、緊急災難支援金からの寄附を募集し、その寄附を雇用安定化

等、新型コロナウイルス感染症の影響による雇用危機の改善策に使用することを定めたもので

ある。寄附をするかどうかは、緊急災難支援金の受給申請時に選択し、又は受領後に寄附申請

することができ、寄附する場合、申請者がその寄附額を決めることができる7。受給申請の開始

後 3 か月以内に申請されなかったものは、寄附意思があったものとみなして寄附として処理さ

れる。この法律は、同年 12 月 31 日まで効力を有する。 

 

2 概要 

（1）緊急災難支援金の支給 

この緊急災難支援金は、1 人世帯に 40 万ウォン8、2 人世帯に 60 万ウォン、3 人世帯に 80 万

                                                      
＊ 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、2020 年 6 月 10 日である。 
1 全世帯の約 7 割にあたる。 「제 3 차 비상경제회의 개최 결과」기획재정부ウェブサイト <http://www.moef.go.kr/ 

nw/nes/detailNesDtaView.do?menuNo=4010100&searchNttId=MOSF_000000000032940&searchBbsId=MOSFBBS_00000
0000028> 

2 「제 3 차 비상경제회의」청와대ウェブサイト <https://www1.president.go.kr/articles/8371> 
3 「정부, 전 국민에 긴급재난지원금… 신청 않거나 기부하면 세액공제」정책브리핑ウェブサイト <http://www.ko 

rea.kr/news/policyNewsView.do?newsId=148871819> 
「긴급재난지원금 보완 및 조속 처리요청」기획재정부ウェブサイト <http://www.moef.go.kr/nw/nes/detailNesDta 
View.do?searchBbsId1=MOSFBBS_000000000028&searchNttId1=MOSF_000000000033333&menuNo=4010100> 

4 「[2024841] 2020 년도 제 2 회 추가경정예산안(정부)」의안정보시스템ウェブサイト <https://likms.assembly.go.kr/bill 
/billDetail.do?billId=PRC_T2J0D0N4O1V6W1U4U1W0L5R5E7E9J0> 

 4 月 16 日提出の原案では国債の発行は計画されていなかった。 
5 「[모두발언] 제 23 회 임시국무회의」국무조정실 국무총리비서실ウェブサイト <http://www.opm.go.kr/opm/news/ 

press-release.do?mode=view&articleNo=126467&article.offset=30&articleLimit=10> 
6 「긴급재난기부금 모집 및 사용에 관한 특별법（법률 제 17251 호）」국가법령정보센터ウェブサイト <http://www. 

law.go.kr/LSW/lsInfoP.do?lsiSeq=217869&ancYd=20200501&ancNo=17251&efYd=20200501&nwJoYnInfo=Y&efGubun
=Y&chrClsCd=010202&ancYnChk=0#0000> 

7 「5.11(월)부터 「긴급재난지원금」기부금 신청・접수 시작」고용노동부ウェブサイト <http://www.moel.go.kr/news/ 
enews/report/enewsView.do?news_seq=10955> 

8 1 ウォンは約 0.1 円（令和 2 年 6 月分報告省令レート）。 
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ウォン、4 人以上の世帯に 100 万ウォンを支給するものである9。 

まず 5 月 4 日から、基礎生活保障（生活保護に相当）の生活扶助、基礎年金、障害者年金の

受給世帯のうち、住民登録票上の世帯主と世帯員全員が受給対象者である約 280 万世帯に、登

録された口座に現金で支給されることになった10。 

その他の世帯については、2020 年 5 月 11 日以降に受給申請が開始され、クレジットカード

等へのチャージや地域商品券、プリペイドカードの形で支給されることになった。5 月 11 日か

らクレジットカード等へのチャージ形式での受給についてオンライン申請が始まり、5 月 18 日

からはカード会社と連携した銀行窓口での申請が始まった。同時に 5 月 18 日からは、地域商

品券及びプリペイドカード形式での受給に関する自治体ホームページ及び住民センター窓口等

における申請も始まった。申請は原則世帯主が行うこととされたが、地域商品券及びプリペイ

ドカードの窓口申請では、委任状等があれば世帯員や代理人が申請することもできる11。混雑

を避けるため、出生年の末尾の数字によって割り当てられた曜日に申請することとされた12。 

クレジットカード等へのチャージや地域商品券、プリペイドカードの形で支給された緊急災

難支援金は、居住する地域のみで使用できる。百貨店や大型ショッピングセンター等を除いた

地域内の加盟店等で使用することができ13、使用期限は 2020 年 8 月 31 日まで14である。 

 

（2）緊急災難寄附金募集及び使用に関する特別法 

この法律は、本則 6 か条、附則 2 か条から成る。その目的は、新型コロナウイルス感染症の

対応策である緊急災難支援金について、自発的緊急災難寄附金の募集及び使用に関する事項を

規定することで、新型コロナウイルス感染症の影響による雇用危機の克服を支援し、財源を効

率的に活用することである（第 1 条）。 

 雇用労働部（部は日本の省に相当）長官は、緊急災難寄附金を募集することができ、「産業

災害補償保険法」15によって設立された勤労福祉公団を緊急災難寄附金の募集担当機関に指定

する（第 4 条）。行政安全部長官は、緊急災難寄附金の同意書等の受付手続と方法等に関して

必要な事項を雇用労働部長官等、関係の中央行政機関の長と協議して定める（第 5 条）。緊急

災難寄附金は、「雇用保険法」16による雇用保険基金の収入として使うことができ、新型コロナ

ウイルス感染症による雇用危機の克服のため、雇用安定、職業能力開発事業、失業給付の支給

等の用途に使用する（第 6 条）。 

                                                      
9 「긴급재난지원금」정부 24 ウェブサイト <https://www.gov.kr/portal/coronaPolicy/list/emergCalamSportAmt> 
10 「「긴급재난지원금」지급 개시」행정안전부ウェブサイト <https://www.mois.go.kr/frt/bbs/type010/commonSelect 

BoardArticle.do?bbsId=BBSMSTR_000000000008&nttId=76978> 
11 前掲注(9) 
12 クレジットカード等へのチャージ支給のオンライン申請では、5 月 16 日以降は曜日制はなし。前掲注(10) 
13 「정부「긴급재난지원금」신용･체크카드 신청 개시」행정안전부ウェブサイト <https://mois.go.kr/frt/bbs/type010/ 

commonSelectBoardArticle.do?bbsId=BBSMSTR_000000000008&nttId=77080> 
14 紙媒体の地域商品券の有効期間は 5 年間であるが、2020 年 8 月 31 日までの使用が推奨されている。 前掲注(9); 
「지역사랑상품권 이용 활성화에 관한 법률（법률 제 17252 호）」국가법령정보센터ウェブサイト <http://www.law. 

go.kr/LSW/lsInfoP.do?lsiSeq=217871&ancYd=20200501&ancNo=17252&efYd=20200702&nwJoYnInfo=N&efGubun=Y&
chrClsCd=010202&ancYnChk=0#0000> 

15 「산업재해보상보험법（법률 제 17203 호）」국가법령정보센터ウェブサイト <http://www.law.go.kr/LSW/lsInfoP.do? 
lsiSeq=217265&ancYd=20200407&ancNo=17203&efYd=20210408&nwJoYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202&anc
YnChk=0#0000> 

16「고용보험법（법률 제 17429 호）」국가법령정보센터ウェブサイト <http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=219117 
&ancYd=20200609&ancNo=17429&efYd=20201210&nwJoYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202&ancYnChk=0#00
00> 
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